
【様式第1号】

自治体名：長野県高山村

会計：全体会計 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 38,419,075   固定負債 7,576,021

    有形固定資産 34,614,399     地方債等 3,933,731

      事業用資産 15,295,143     長期未払金 -

        土地 7,853,654     退職手当引当金 528,275

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 2,168,940     その他 3,114,015

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 691,840

        建物 13,671,904     １年内償還予定地方債等 559,732

        建物減価償却累計額 -8,827,556     未払金 25,441

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 350,253     前受金 3,465

        工作物減価償却累計額 -107,932     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 75,445

        船舶 -     預り金 12,034

        船舶減価償却累計額 -     その他 15,723

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 8,267,861

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 38,765,671

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -6,800,520

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 185,880

      インフラ資産 18,455,846

        土地 10,120,013

        土地減損損失累計額 -

        建物 221,881

        建物減価償却累計額 -31,078

        建物減損損失累計額 -

        工作物 29,120,496

        工作物減価償却累計額 -20,991,332

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 15,867

      物品 2,202,617

      物品減価償却累計額 -1,339,208

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 185,044

      ソフトウェア 410

      その他 184,634

    投資その他の資産 3,619,633

      投資及び出資金 32,479

        有価証券 1,340

        出資金 31,139

        その他 -

      長期延滞債権 99,456

      長期貸付金 3,140

      基金 3,486,880

        減債基金 267,543

        その他 3,219,337

      その他 -

      徴収不能引当金 -2,322

  流動資産 1,813,937

    現金預金 1,328,259

    未収金 136,184

    短期貸付金 -

    基金 346,596

      財政調整基金 346,596

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 6,930

    徴収不能引当金 -4,032

  繰延資産 - 純資産合計 31,965,151

資産合計 40,233,012 負債及び純資産合計 40,233,012

連結貸借対照表
（令和7年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：長野県高山村

会計：全体会計 （単位：千円）

    資産売却益 3

    その他 -

純行政コスト 7,980,906

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 3

  臨時損失 2,416,100

    災害復旧事業費 3,311

    資産除売却損 2,412,789

    使用料及び手数料 288,835

    その他 231,035

純経常行政コスト 5,564,808

      社会保障給付 957,177

      その他 2,547

  経常収益 519,870

        その他 62,234

    移転費用 2,634,900

      補助金等 1,675,176

      その他の業務費用 88,727

        支払利息 24,534

        徴収不能引当金繰入額 1,960

        維持補修費 427,447

        減価償却費 712,658

        その他 -

        その他 263,383

      物件費等 2,348,498

        物件費 1,208,392

        職員給与費 596,960

        賞与等引当金繰入額 76,857

        退職手当引当金繰入額 75,353

  経常費用 6,084,679

    業務費用 3,449,778

      人件費 1,012,554

連結行政コスト計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

自治体名：長野県高山村

会計：全体会計 （単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 32,780,852 37,409,393 -4,628,540 -

  純行政コスト（△） -7,980,906 -7,980,906 -

  財源 5,281,525 5,281,525 -

    税収等 3,703,437 3,703,437 -

    国県等補助金 1,578,088 1,578,088 -

  本年度差額 -2,699,380 -2,699,380 -

  固定資産等の変動（内部変動） 1,363,307 -1,363,307

    有形固定資産等の増加 5,083,932 -5,083,932

    有形固定資産等の減少 -3,121,807 3,121,807

    貸付金・基金等の増加 165,444 -165,444

    貸付金・基金等の減少 -764,262 764,262

  資産評価差額 2,230 2,230

  無償所管換等 - -

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 1,881,449 -9,259 1,890,708

  本年度純資産変動額 -815,701 1,356,278 -2,171,980 -

本年度末純資産残高 31,965,151 38,765,671 -6,800,520 -

連結純資産変動計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：長野県高山村

会計：全体会計 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 127,945

本年度歳計外現金増減額 -115,911

本年度末歳計外現金残高 12,034

本年度末現金預金残高 1,328,259

財務活動収支 -192,942

本年度資金収支額 218,531

前年度末資金残高 1,097,694

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 1,316,225

    地方債等償還支出 558,242

    その他の支出 -

  財務活動収入 365,300

    地方債等発行収入 365,300

    その他の収入 -

    資産売却収入 6,728

    その他の収入 68,549

投資活動収支 291,931

【財務活動収支】

  財務活動支出 558,242

    その他の支出 -

  投資活動収入 985,477

    国県等補助金収入 168,102

    基金取崩収入 742,098

    貸付金元金回収収入 -

  投資活動支出 693,546

    公共施設等整備費支出 551,833

    基金積立金支出 141,713

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    災害復旧事業費支出 3,311

    その他の支出 -

  臨時収入 1,033

業務活動収支 119,541

【投資活動収支】

    税収等収入 3,698,941

    国県等補助金収入 1,408,953

    使用料及び手数料収入 288,198

    その他の収入 347,512

  臨時支出 3,311

    移転費用支出 2,634,900

      補助金等支出 1,675,176

      社会保障給付支出 957,177

      その他の支出 2,547

  業務収入 5,743,604

    業務費用支出 2,986,885

      人件費支出 1,035,888

      物件費等支出 1,665,401

      支払利息支出 24,534

      その他の支出 261,062

連結資金収支計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 5,621,785



有形固定資産の明細
自治体名：高山村
年度：令和６年度
会計：全体会計 （単位：円）

区分
前年度末残高

(A)
本年度増加額

(B)
本年度減少額

(C)

本年度末残高
(A)+(B)0(C)

(D)

本年度末
減価償却累計額

(E)

本年度償却額
(F)

差引本年度末残高
(D)0(E)
(G)

事業用資産 23,905,705,893 331,650,646 6,724,880 24,230,631,659 8,935,488,438 310,059,372 15,295,143,221
　土地 7,860,379,153 - 6,724,880 7,853,654,273 - - 7,853,654,273
　立木竹 2,168,940,159 - - 2,168,940,159 - - 2,168,940,159
　建物 13,591,789,231 80,115,200 - 13,671,904,431 8,827,556,129 298,158,539 4,844,348,302
　工作物 280,077,350 70,175,446 - 350,252,796 107,932,309 11,900,833 242,320,487
　船舶 - - - - - - -
　浮標等 - - - - - - -
　航空機 - - - - - - -
　その他 - - - - - - -
　建設仮勘定 4,520,000 181,360,000 - 185,880,000 - - 185,880,000
インフラ資産 44,984,847,331 4,075,454,559 9,582,044,899 39,478,256,991 21,022,410,522 297,903,844 18,455,846,469
　土地 10,141,225,112 51,734,743 72,946,896 10,120,012,959 - - 10,120,012,959
　建物 9,531,796,162 171,140,851 9,481,056,003 221,881,010 31,078,255 2,749,673 190,802,755
　工作物 25,274,406,587 3,852,578,965 6,490,000 29,120,495,552 20,991,332,267 295,154,171 8,129,163,285
　その他 - - - - - - -
　建設仮勘定 37,419,470 - 21,552,000 15,867,470 - - 15,867,470
物品 1,756,732,059 515,975,456 70,090,270 2,202,617,245 1,339,208,089 93,919,878 863,409,156
合計 70,647,285,283 4,923,080,661 9,658,860,049 65,911,505,895 31,297,107,049 701,883,094 34,614,398,846



有形固定資産に係る行政目的別の明細
自治体名：高山村
年度：令和６年度
会計：全体会計 （単位：円）

区分
生活インフラ・
国土保全

教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 合計

事業用資産 4,205,185,458 5,633,757,260 2,597,975,409 67,925,540 538,980,424 99,161,096 2,152,158,034 15,295,143,221
　土地 1,750,597,306 2,767,012,478 1,271,465,187 16,333,380 162,438,221 91,014,147 1,794,793,554 7,853,654,273
　立木竹 2,168,940,159 - - - - - - 2,168,940,159
　建物 268,102,234 2,566,378,345 1,312,574,088 51,592,160 350,915,523 1,258,244 293,527,708 4,844,348,302
　工作物 17,545,759 119,006,437 13,936,134 - 21,106,680 6,888,705 63,836,772 242,320,487
　船舶 - - - - - - - -
　浮標等 - - - - - - - -
　航空機 - - - - - - - -
　その他 - - - - - - - -
　建設仮勘定 - 181,360,000 - - 4,520,000 - - 185,880,000
インフラ資産 17,800,304,354 44,816,201 440,150,610 2,420,000 126,409,470 763,814 40,982,020 18,455,846,469
　土地 9,601,355,249 44,816,192 439,111,107 - 9,842,080 763,814 24,124,517 10,120,012,959
　建物 190,802,754 - - - 1 - - 190,802,755
　工作物 8,008,146,351 9 1,039,503 2,420,000 116,567,389 - 990,033 8,129,163,285
　その他 - - - - - - - -
　建設仮勘定 - - - - - - 15,867,470 15,867,470
物品 621,923,758 17,178,311 24,427,530 7 34,582,931 17,668,644 147,627,975 863,409,156
合計 22,627,413,570 5,695,751,772 3,062,553,549 70,345,547 699,972,825 117,593,554 2,340,768,029 34,614,398,846



全体会計財務書類に係る注記 

 

１．重要な会計方針 

（１） 有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なも

のは原則として再調達原価としております。また開始後については、原則として取得原価

とし再調達は行わないこととしております。 

 

（２） 有価証券等の評価基準及び評価方法 

出資金のうち、市場価格があるものは会計年度末における市場価格をもって貸借対照表

価額としております。出資金のうち、市場価格がないものは出資金額をもって貸借対照表

価額としております。ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化に

より出資金の価値が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしております。な

お、出資金の価値の低下割合が30%以上である場合には、「著しく低下したとき」に該当

するものとしております。 

 

（３） 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 

定額法を採用しております。 

② 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

 

（４） 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

過去5年間の平均不納欠損率により計上しております。 

② 賞与引当金 

翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対

象期間の割合（4/6か月）を乗じた額を計上しております。 

③ 退職給付引当金 

地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従って

おります。 

また、当期繰入額がマイナスとなった場合は、経常収益その他へ振り替えております。 

④ 損失補償引当金 

地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算定方

法に従っております。 

また、当期繰入額がマイナスとなった場合は、臨時利益へ振り替えております。 

 

 



（５） リース取引の処理方法 

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を

行っております（少額リース資産及び短期のリース取引には簡便的な取扱いをし、通常の

賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っております）。 

 

（６） 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の

範囲としております。このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引によ

り発生する資金の受払いも含んでおります。 

 

（７） その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

税込方式によっております。 

② 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が50 万円（美術品は300 万円）以上の場合に

資産として計上しています。ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

 

２．重要な会計方針の変更等 

（１）会計処理の原則 

総務省「新地方公会計制度研究会」報告に基づき、「新統一的な基準」への移行を行っ

ております。これに伴い、固定資産台帳の作成に基づく、固定資産の表示等を行っていま

す。 

 

３．重要な後発事象 

（１）主要な業務の改廃 

特になし 

 

（２）地方財政制度の大幅な改正 

特になし 

 

（３）組織・機構の大幅な変更 

特になし 

 

（４）重大な災害等の発生 

特になし 

 

（５）その他重要な後発事象 

特になし 



４． 偶発債務 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

特になし 

（２）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの 

特になし 

（３）その他主要な偶発債務 

特になし 

 

５．追加情報 

（１） 対象範囲（対象とする会計名） 

① 一般会計 

②国民健康保険特別会計 

③介護保険特別会計 

④後期高齢者医療特別会計 

⑤温泉開発事業特別会計 

⑥上水道事業会計 

⑦下水道事業会計 

 

（２） 一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異 

特になし 

 

（３） 出納整理期間 

財務書類の作成基準日は、会計年度末（3月31日）ですが、出納整理期間中の現金の受

払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としております。（地方自治法235 

条の5「普通地方公共団体の出納は、翌年度の5月31日をもって閉鎖する。」） 

 

（４） 表示単位未満 

表示単位未満の金額は四捨五入とし、一部合計値と不一致があります。 

 
（５）売却可能資産に係る資産科目別の金額及びその範囲 

なし 

 

（６）減債基金に係る積立不足の有無及び不足額 

なし 

 



（７）自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース 

債務⾦額 なし 
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